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 2011 年度（平成 23 年度）決算における日本の国税収入は 45 兆 1,754 億円で
あったが、そのうち法人税は 9 兆 3,514 億円であり、全体の 20.7％を占めてい
る。この税収規模は所得税 13 兆 4,762 億円、消費税 10 兆 1,946 億円に次いで
大きい。先進国の法人税の比重（国税）を見ると、アメリカは 15.9％、イギリ
















に行われた 1998 年度（平成 10 年度）の改正である。  
その背景には、当時の法人税の実態を踏まえて政府税制調査会の法人課税小
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2012 年度(平成 24 年度）法人税率は 25.5％であるが、平成 24 年 4 月 1 日から
平成 27 年 3 月 31 日までの期間内に最初に開始する事業年度から同日以後 3 年
を経過する日までの期間内の日の属する事業年度については、基準法人税額の
10％の復興特別法人税が課される。平成 23 年度までは法人税率は 30％であっ





















































































































































 先行研究では、キャッシュ・フロー法人税率を 10 年間の累積額で推計してお
り、キャッシュ・フロー課税ベースが赤字である法人に対する税の還付を考慮
していない。本論文では、10 年間の累積額ではキャッシュ・フロー法人税の変
















































差が生じる。課税ベースの見直しは、1965 年度（昭和 40 年度）に行なわれた法



















2 1998 年度（平成 10 年度）法人税制改革  
 わが国の法人所得税は、社会経済構造の変化や国際競争力などの観点から、税率
引下げの必要性が指摘されていた中で、1987 年から 1990 年までに 42％→40％→
37.5％と税率の引下げが行われてきたものの、課税ベースに関する抜本的改革は手















                                                     
3平成 24 年度（2012）現在の法人税率は 25.5％である。平成 24 年 4 月 1 日から
平成 27 年 3 月 31 日までの期間内に最初に開始する事業年度から同日以後 3 年
を経過する日までの期間内の日の属する事業年度については、基準法人税額の









                      （現行）    （改正後） 
普通法人                 37.5 ％    34.5 ％ 
中小法人の軽減税率            28  ％    25  ％ 




については、特例制度の適用期限を 3 年間延長する。 
② 賞与引当金制度については廃止する。 





⑤ 特別修繕引当金制度については、繰入限度額を現行の 4 分の 3 とする等
の見直しを行ったうえ、特別修繕準備金に改める。 




②建物の耐用年数をおおむね 10％から 20％程度短縮し最長でも 50 年とする。 
③少額減価償却資産の取得価額基準を 20 万円未満から 10 万円未満に引下げ
る。 
④機械装置等に認められている初年度 2 分の 1 簡便償却制度を廃止する。 
(注)①の改正は平成 10 年 4 月 1 日以降に取得する資産について、②から④ま




② 工事期間が 2 年以上で、請負金額が 50 億円以上の長期請負工事について
は、工事進行基準で計算する。 














・経 過 措 置  
①  貸倒引当金 






 平成 10 年度……5／6      平成 13 年度……2／6 
 平成 11 年度……4／6      平成 14 年度……1／6 
 平成 12 年度……3／6      平成 15 年度以降廃止   
③退職給与引当金 
 経過措置として、平成 10 年度は 37％、平成 11 年度は 33％、平成 12 年度は 30％、




 平成 10 年度……5／6      平成 13 年度……2／6 
 平成 11 年度……4／6      平成 14 年度……1／6 





業種 現行 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 そ
卸・小売業 10.0 8.0 6.5 5.0 3.0 1.5 れ
製造業 8.0 6.5 5.0 4.0 2.5 1.0 以
金融保険業 3.0 2.5 2.0 1.5 1.0 0.5 後
割賦販売業 13.0 10.5 8.5 6.5 4.0 2.0 廃
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4

























                                                     
5









 2000 年 4 月 1 日以降開始の決算期は新年金会計移行に伴い、退職給付引当金
を収録。それ以前は、退職給与引当金、年金引当金、調整年金掛金引当金。2000
年 3 月より前は役員分を含む。  
税法では、「退職給付引当金」は「退職給与引当金」である。  
9












運輸・倉庫、通信、電力・ガス、サービス業の 11 業種である。  
図 1-2 は、1966 年から 2008 年までの日経財務データの黒字法人と赤字法人 11の
会社数と赤字会社比率を表したものである。1997 年度から 2001 年を頂点に赤字会
社比率が大きくなり、それ以降下降しているが 2007 年度からまた増加している。  
図 1-3 は、法人税収と日経財務データ収録会社の法人税収を表している 12。それ
らの動きは連動しており、1970 年中盤までは、法人税収全体に対する日経財務デ
ータ収録会社の法人税収は 50％以下であったが、近年日経財務データ収録会社の
法人税収は、全体の法人税収の 50％以上を占めていることがわかる。  
2007 年度の申告会社数 2,647,369 社（うち欠損法人 1,812,336 社） 13のうち日経
財務データの収録会社は 3,965 社（うち赤字法人 765 社）で、全体の 0.15%の会社  





                                                     
10
 2008 年度の日経財務データは、まだ決算が確定していない企業があるため、








 『税務統計からみた法人企業の実態』より。  
14
 『税務統計からみた法人企業の実態』より。  
19 
 
図 1-2 赤字法人・黒字法人数と赤字法人比率 
 
出所）日経財務データより作成。  





































































































































































































































































































































































































いる。財務省型実効税率が 1997 年度 49.99％、1998 年度 46.37％、1999 年度以
降は 40.87％と徐々に税率が下がってきているのに対し、日経財務データの税負担  
率は、1997 年度 29.61％、1998 年度は 31.2549％、1999 年度は 31.2569％、2000
年度 32.86％と、財務省型実効税率とは違う動きをしている。 
ここでの変動係数は、各年度の全企業の税負担率から計測したものである。2000
年度から 2003 年度を頂点に変動係数は 0.56 から 0.92 と高くなっており、その後
























の特殊要因が税負担率に与えた影響をみる 16。  
5.1 日経財務データを使った各年度の税負担率 
 税制改正前の 1997 年度と、税制改正後の 2001 年度の 2 時点間の業種別税負担
率比較すると、2001 年度の税負担率格差がわずかに改善されたという結果がでた
が、2007 年度は、ますます業種間の税負担率の乖離が大きくなっていることが見
て取れる。変動係数 17で表すと、1997 年度 0.18、2001 年度 0.21、2007 年度 0.31 と、
                                                     
16
 税制の影響とは、税率と引当金等の経過措置である。  
17
 ここでの変動係数は図 4 の変動係数とは違い、業種毎の平均税負担率間の変









ら 1983 年度（図 1-6）、1986 年度から 2007 年度（図 1-7）と二つに分けて表して
いる。これらの年度は、税制改正が行われ、その影響が十分に行き渡ったと考えら
れる、次の税制改正の前の年度を使っている。法人税率が、1966 年度 35％、1970
年度 36.75％、1974 年度 40％、1981 年度 42％に引上げられている影響を表してい
るのが図 1-6 であるが、1970 年度から 1974 年度に 3.25％の税率引上げが、税負担
率を重くする影響を与えていることがわかる。1984 年度の 43.3％をピークに、税
率は、1988 年度 42％、1989 年度 40％、1990 年度 37.5％1998 年度 34.5％、1999 年
度 30％と税率は引下げられているが、図 1-7 より税負担率も小さくなってきてい
ることがわかる。  





























図 1-6 業種別税負担率（1967,1973,1980,1983） 
 
出所）日経財務データより作成。  


























































次に図 1-8 のレーダーチャートは、1980 年度、1983 年度、1986 年度、1989 年度
を取り出したものである。1974 年度所得税の大幅減税のため法人税率が 36.75％か
ら 40％に、1981 年度には財政再建に資するために 42％に引上げられ、1984 年度は
所得税減税に伴う税源確保のため法人税率が 43.3％になり、1987 年度には暫定税
率の期限切れのため 42％と改革があり、それらの効果が出たであろう増税または





ごとに平均化した税負担率の変動係数である。1980 年度で 0.17、1988 年度が 0.15、




































表 1-2 業種別税負担率と変動係数 
 
出 所 ） 日 経財 務 デ ータ よ り 作成 。  
 
5.2  1998 年度 税 制改正以 降の 税率 と引当金 経過 措置 の影響（ 仮想 税
負担率）  
 上 記 で 見 て き た 業 種 別 税 負 担 率 は 、 企 業 の 実 際 の 「 税 引 前 利 益 ＋ 引
当 金 」 に 対 す る 企 業 の 「 法 人 税 、 住 民 税 お よ び 事 業 税 」 の 数 値 を 使 っ
て 計 測 し た 税 負 担 率 で あ る 。 こ こ に は 、 税 率 と 課 税 ベ ー ス の 他 に 税 額
控除 な ど の租 税 特 別 措 置 や 繰越 欠 損 金の 影 響 が含 ま れ てい る 。  
 そ こ で、1 9 9 8 年 度の 税 制 とそ の 経 過措 置 を 見る た め に、税 制の 影 響
だけ を 取 りだ し 、そ れ以 外 の 影響 を 取 り除 か な けれ ば な らな い 。 2 0 0 7
年 度 の 日 経 財 務 デ ー タ を 使 い 、 そ れ ら に 税 制 と 経 過 措 置 を 使 っ て 「 法
人税 額 」を 推 計 し、仮想 業 種 別税 負 担 率を 計 測 した の が 図 1 - 9 で あ る 。
仮 想 1 9 9 7（ 2 0 0 7） は 、 2 0 0 7 年 度の デ ータ を 使 って 1 9 9 7 年度 の 税 制
で あ れ ば 、 法 人 税 額 が ど の よ う に な る か を 推 計 し た も の で あ る 。 同 じ
よう に 、 仮 想 1 9 9 8（ 2 0 0 7） は 2 0 0 7 年 度の デ ー タを 使 っ て、 1 9 9 8 年  
度の 税 制 で課 税 ベ ース や 法 人税 額 を 推計 し た もの で あ る。  
 な お 、 経過 措 置 につ い ては 2 で記 述し た 通 りで 、 貸 倒引 当 金 につ い
て は 一 般 債 権 に 繰 入 率 を 適 用 し て 業 種 別 に 求 め 、 賞 与 引 当 金 、 退 職 給


















1969 0.25 0.23 0.35 0.35 0.22 0.26 0.33 0.21 0.22 0.25 0.34 0.21
1973 0.25 0.17 0.27 0.33 0.26 0.24 0.32 0.21 0.29 0.17 0.32 0.22
1980 0.32 0.27 0.41 0.38 0.33 0.26 0.44 0.35 0.41 0.42 0.42 0.17
1983 0.33 0.17 0.35 0.38 0.36 0.32 0.39 0.3 0.42 0.45 0.42 0.22
1986 0.33 0.24 0.36 0.43 0.37 0.30 0.50 0.33 0.38 0.48 0.44 0.21
1988 0.36 0.31 0.33 0.43 0.40 0.34 0.49 0.33 0.36 0.44 0.43 0.15
1997 0.27 0.27 0.23 0.28 0.32 0.23 0.36 0.27 0.38 0.37 0.36 0.19
2005 0.25 0.23 0.22 0.18 0.31 0.16 0.37 0.31 0.29 0.30 0.33 0.24
2007 0.23 0.22 0.14 0.17 0.29 0.14 0.38 0.25 0.24 0.24 0.32 0.31
26 
 
与引 当 金 は 年 度 に よっ て 違 う が 、 全 業種 同 じ 繰入 率 で 求め た 。  
 1 9 9 7 年 度 は引 当 金制 度 が まだ あ り 、税 率 は この 中 で 一番 高 い ため 、
業 種 ご と の税 負 担 率は 大 き く な り 、 ま た 業 種 間 の格 差 も 大き い 。 1 9 9 8
年 度 は 税 率 が 下 が り 、 引 当 金 等 の 制 度 が 段 階 的 に 縮 減 さ れ た た め 、
1 99 7 年 度 よ り 税 負 担 率 が 下 が り 、 業 種 間 格 差 も 小 さ く な っ て い る 。
2 00 2 年 度 は 、税率 が下 が り 、引当 金 の 経過 措 置 もほ ぼ 無 くな っ た ため 、
税 負 担 率 が 下 が り 業 種 間 格 差 も 小 さ く な り 、 レ ー ダ ー チ ャ ー ト も 円 に
近く な っ てい る 。図 1 - 9 の 2 0 0 7 年 度 は、引 当 金制 度 が な くな り 、税引
前 利 益 ＋ 引 当 金 ＝ 課 税 ベ ー ス の 理 論 値 と な り 、 財 務 省 型 実 効 税 率 で 業
種間 の 税 負担 率 に は中 立 的 とな っ て いる 。  
 


























仮想1997(2007) 仮想1998(2007) 仮想2002(2007) 仮想2007(2007)
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 5.3 租税特別措置と繰越欠損金の影響  
 図 1 - 1 0 は 、日 経 財務 デ ー タか ら 求 め た 2 0 0 7 年 度 税負 担率 と 、 2 0 0 7
年 度 デ ー タ を 使 っ た 理 論 値 の 比 較 で あ る 。 こ の レ ー ダ ー チ ャ ー ト の 差
は 、 税 額 控 除 や 早 期 減 価 償 却 等 の 租 税 特 別 措 置 や 繰 越 欠 損 金 の 差 で あ
る。 業 種 によ っ て その 影 響 は異 な り 、税 負 担 率の 差 が 出て い る 。  
法人 税 制 とし て は、1 99 8 年 度 前 の税 制 と比 べ て、よ り 中立 的に な っ
て い る 。 本 来 な ら 業 種 間 の 税 負 担 率 に 格 差 が な く 公 平 に な る は ず が 、
図 1 - 1 0 を 見 る と サ ー ビ ス 、 不 動 産 の 税 負 担 率 は 他 の 業 種 と 比 べ て 高
く 、 鉱 業 、 建 設 、 そ の 他 金 融 は 税 負 担 率 が 低 く な っ て い る 。 こ の 原 因
と し て は 、 租 税 特 別 措 置 等 の 影 響 に よ っ て 、 業 種 間 の 税 負 担 率 の 格 差
がで て い ると 考 え られ る 。  
 









































 日 経 財 務デ ー タ から 求 め た税 負 担 率を 時 系 列で 見 る と 、1998 年度税
制改革の効果が税負担率の低下によって表れている。税率が下がったにもかかわら







ことがわかった。1980 年度、1983 年度、1986 年度、1989 年度の業種別税負担率は、
税率が 40％～43.3％の間で変化しているにもかかわらず、業種間の動きが同じよ
うなレーダーチャートになっていることがわかった。 
 仮 想 税 負 担 率 は 、 税 制 （ 税 率 と 課 税 ベ ー ス ） の 影 響 だ け を 見 た も の
であ る 。 2 0 0 7 年 度 のデ ー タ を使 っ て 、そ こ に 1 9 9 7 年度 、 1 9 9 8 年 度、
2 00 2 年 度 の 税 率 と 引 当 金 の 経 過 措 置 を 使 っ て 推 計 し た も の で あ る 。
1 99 7 年 度 は 引当 金 制度 が ま だあ り 、税 率は こ の 比較 し た 年度 の 中 で一
番 高 い た め 、 業 種 ご と の 税 負 担 率 は 大 き く な っ て お り 、 ま た 業 種 間 の
格差 も 大 きい 。1 9 9 8 年 度は 税 率 が下 が り、引 当金 等 の 制度 が 段 階 的 に
29 
 
縮 減 さ れ た た め 課 税 ベ ー ス が 広 が り 、 1 9 9 7 年 度 よ り 税 負 担 率 は 下 が
り、業 種 間格 差 も 小 さく な っ てい る 。2 0 0 2 年 度は 、更に 税 率が 下 が り 、
引 当 金 の 経 過 措 置 も ほ ぼ 無 く な っ た た め 課 税 ベ ー ス が さ ら に 拡 大 さ
れ 、 税 負 担 率 は 下 が り 業 種 間 格 差 の 変 動 も 小 さ く な り 、 レ ー ダ ー チ ャ
ー ト も 円 に 近 く な っ て い る 。 す な わ ち 、 課 税 ベ ー ス の 拡 大 に よ っ て 、
法人 税 の 公平 性 は 達成 さ れ つつ あ る と言 え る 。 次 に 2 0 07 年 度 の 企 業
の 業 種 別 税 負 担 率 と 仮 想 税 負 担 率 、 つ ま り 、 業 種 間 で 課 税 ベ ー ス に 歪
み が な い 、 財 務 省 型 実 効 税 率 ＝ 税 負 担 率 と い う 状 態 と を 比 べ る と 、
2 00 7 年 度 の 業種 別 税負 担 率 は仮 想 税 負担 率 よ り小 さ く なっ て い るが 、
業 種 間 で ま だ 格 差 が あ る こ と が わ か っ た 。 こ の 格 差 の 原 因 は 、 税 額 控
除 や 繰 越 欠 損 金 な ど の 租 税 特 別 措 置 に よ る 特 殊 要 因 に あ り 、 そ の た め

















①  引当金が損金扱いされていたので、「税引前利益≒申告所得」と考えられる。 
②  したがって、「税額／税引前利益」（税負担率）≒「税額／申告所得」（ほぼ、
実効税率に等しい）となる。 
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 本章は、2006 年度時点の公益法人税制について書かれている論文で、新公益
法人税制は平成 20 年 12 月 1 日から施行されている。  
19
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 平成 20 年（2010）12 月に「新公益法人制度」が施行された。  
34 
 
表 2-1 公益法人の実態(2005 年度) 
 
















家庭生活 160 585 63,944 519 2,626 39,724 492 5,274
保険・衛生・医療 3,714 182,817 3,500,000 36,814 87,704 2,300,000 100,000 1,000,000
体育・レクリエーション 1,534 29,820 620,000 18,988 72,450 570,000 6,380 230,000
保育 205 3,013 23,169 213 5,884 25,147 733 396
福祉・援護 1,467 14,891 1,100,000 45,946 24,617 360,000 26,986 150,000
職業・労働 1,819 20,006 750,000 4,172 75,075 630,000 -90,000 120,000
福利・共済 767 11,456 1,400,000 9,451 52,693 1,000,000 -30,000 260,000
移住・生活環境 830 19,495 870,000 1,067 15,472 620,000 19,153 310,000
安全 744 20,014 300,000 3,335 12,115 340,000 6,185 150,000
その他 414 4,772 210,000 2,816 9,500 310,000 32,859 58,800
教育 2,222 18,747 800,000 25,231 56,799 1,700,000 220,000 150,000
育英・奨学 1,132 3,175 260,000 12,536 7,572 980,000 -50,000 32,810
学術・研究 1,133 20,610 810,000 20,198 79,078 1,300,000 24,860 370,000
文化・芸術 1,299 15,346 510,000 13,057 58,648 790,000 1,995 130,000
報道・出版 121 4,021 130,000 141 1,283 150,000 785 67,618
宗教関係 170 864 14,517 1,648 310 67,652 124 7,231
国際交流 390 3,331 83,867 2,122 25,290 180,000 3,088 16,130
その他 514 4,033 160,000 13,127 5,286 150,000 17,607 25,009
政治・行政 158 1,999 55,737 767 5,495 62,701 -304 25,948
財政・経済 735 3,115 110,000 1,432 1,665 120,000 2,615 33,461
総合計画 69 1,209 34,094 29 694 48,199 730 21,009
地方行政 476 10,757 1,100,000 1,277 110,000 1,400,000 74,486 120,000
自然・環境 278 4,566 230,000 2,829 8,067 130,000 -266 66,026
国際関係 94 2,317 71,087 4,861 9,094 290,000 833 13,897
その他 81 1,075 45,466 167 6,006 89,890 282 7,759
金融・保険 158 2,275 850,000 2,298 7,001 1,400,000 -30,000 26,454
農林水産 1,719 14,047 1,400,000 6,137 240,000 1,300,000 6,712 180,000
通商産業 1,359 33,475 1,400,000 16,668 160,000 1,100,000 50,369 440,000
運輸・交通 443 14,222 410,000 6,940 32,592 570,000 18,579 200,000
建設 710 10,634 570,000 583 3,450 300,000 11,244 310,000
通信 111 1,484 140,000 516 30,061 250,000 8,519 60,077
情報 95 1,768 62,187 37 9,563 86,418 1,693 34,511
その他 196 3,354 180,000 209 23,235 530,000 21,487 61,812
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法第 2 条 13 項「販売業、製造業その他の政令で定める事業で、継続して事業場
を設けて営まれるものをいう。収益事業は法人税法施行令第 5 条第 1 項各号に
列挙された一定の事業。」と規定されている。 
収益事業に係る法人税率は 22％の軽減税率（普通法人の基本税率は 30％）が
                                                     
22
 池部(2005)。  
37 
 
適用されている(法人税法第 66 条 3 項)。そのほかに公益法人等の寄付金の損金
算入限度額は、収益事業から生ずる所得の 20％とされており、また、収益事業
部門から非収益事業部門への支出は、寄付金とみなすものとされている（法人







に上回っており、残りの 29 種類は黒字法人の方が多いことがわかる。 
 
3.3 新たな公益法人税制 



















表 2-2 収益事業別収益事業金額合計と法人数 
 







赤字法人 黒字法人 赤字法人数 黒字法人数
0 収益事業なし 290,214 87,175 7,328 8,536
1 物品販売業 310,224,314 837,281,972 1,008 1,559
2 不動産販売業 1,593,168 105,699,319 10 10
3 金銭貸与業 14,566,090 31,480,442 26 40
4 物品貸与業 37,014,431 21,684,791 56 77
5 不動産貸与業 96,334,311 228,905,539 554 769
6 製造業 14,709,775 165,782,459 38 37
7 通信業 16,884,154 44,982,807 22 32
8 運送業 3,381,534 24,492,917 9 12
9 倉庫業 49,286 9,403,841 1 4
10 請負業 477,410,504 1,406,222,644 1,005 1,667
11 印刷業 1,358,478 5,395,697 17 25
12 出版業 161,234,443 438,088,510 443 686
13 写真業 2,748,016 4,768,916 10 27
14 席貸業 147,207,436 47,640,250 197 207
15 旅館業 74,265,461 159,804,389 241 240
16 料理店その他の飲食店業 171,597,714 140,804,421 189 224
17 周旋業 2,176,322 23,068,427 46 69
18 代理業 29,152,164 33,791,020 394 506
19 仲立業 3,487,679 7,264,970 18 36
20 問屋業 864,806 264,937 3 5
21 鉱業 2,493 1
22 土石採取業 87,110 333,297 4 5
23 浴場業 5,187,809 8,567,881 31 40
24 理容業 26,522 2
25 美容業 13,780 12,168 1 1
26 興行業 51,914,595 94,183,975 170 252
27 遊戯所業 16,615,992 37,639,003 55 64
28 遊覧所業 4,864,073 4,586,701 29 19
29 医療保険業 215,812,479 653,391,449 239 633
30 技芸教授業 31,299,454 84,592,712 150 191
31 駐車場業 53,026,213 191,014,460 186 289
32 信用保証業 20,865,131 452,410 8 8































課税）と 2 種類ある。 
 
4.2 公益法人の実態検証 
 本章では、『平成 17 年度公益法人概況調査』を使い、公益法人 26,053 のう










表 3 より年間収入額 1000 万円以上 24の取引をしている公益法人が約 76％以上も











正味財産が 1000 万円未満よりも 1000 万円以上の法人が約 80％ある。また正味












 年間収入額は売上にあたり、1000 万円以上は消費税が課せられる。  
25




表 2-3 年間収入規模別法人数 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  
 
 
図 2-1 年間収入規模別法人数 
 





















生活一般 11,654 134 1,904 2,793 1,385 3,355 870 1,213 8,792,447
教育・学術・文化 6,981 126 2,190 1,804 744 1,270 372 475 2,768,469
政治・行政 1,891 5 245 599 320 431 108 183 1,682,857
産業 4,791 24 789 1,302 688 1,107 316 565 4,966,077
合計 25,317 289 5,128 6,498 3,137 6,163 1,666 2,436 18,209,850




















図 2-2 正味財産規模別法人数 
 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  
 
表 2-4 正味財産規模別法人数 
 








































































































生活一般 11654 203 124 2106 3120 1445 2702 845 1109 6,242,380
教育・学術・文化 6981 88 68 768 1386 866 2189 638 978 5,264,090
政治・行政 1891 34 5 288 632 225 382 95 230 2,165,626
産業 4791 76 27 848 1167 513 1145 356 659 5,591,581
合計 25317 401 224 4010 6305 3049 6418 1934 2976 19,263,677

















図 2-3 正味財産規模別年間収入額に対する正味財産増減額（黒字法人） 
 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  





















































































図 2-4 規模別本来事業と収益事業の比率  
 
















































































































図 2-5 正味財産規模別赤字法人比率 
 





















































































図 2-6 公益法人の赤字法人比率 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  









































































































































図 2-8 設立目的別の補助金の有無法人数 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  









































確実」であるとして財務大臣が個別に指定したもの（所得税法 78 条 2 項 2 号、
法人税法 37 項 2 号）をいう。 








表 2-5 指定寄付金の有無 
 














有り 74,115,134 142 521,938
無し 1,165,803,080 25,175 46,308
50 
 
表 2-6 設立目的別、指定寄付金の有無 
 


















家庭生活 0 519,168 0 160 0 3,245
保険・衛生・医療 0 35,915,439 0 3,700 0 9,707
体育・レクリエーション 0 18,943,216 0 1,531 0 12,373
保育 0 212,746 0 203 0 1,048
福祉・援護 0 44,370,933 0 1,449 0 30,622
職業・労働 0 4,167,333 0 1,813 0 2,299
福利・共済 0 9,451,126 0 767 0 12,322
移住・生活環境 0 1,001,769 0 825 0 1,214
安全 0 3,327,175 0 737 0 4,514
生活一般その他 0 1,705,200 1 410 0 4,159
教育 0 24,304,111 2 2,209 0 11,002
育英・奨学 0 11,987,325 3 1,120 0 10,703
学術・研究 148 19,233,874 2 1,124 74 17,112
文化・芸術 594 12,963,805 2 1,293 297 10,026
報道・出版 1,521 141,401 3 121 507 1,169
宗教関係 4,686 1,648,314 6 169 781 9,753
国際交流 7,410 2,111,597 7 387 1,059 5,456
教育その他 10,624 770,998 3 511 3,541 1,509
政治・行政 107,324 766,789 13 158 8,256 4,853
財政・経済 65,350 1,432,406 5 735 13,070 1,949
総合計画 45,110 29,311 3 69 15,037 425
地方行政 93,281 1,275,954 6 473 15,547 2,698
自然・環境 26,777 2,464,235 1 272 26,777 9,060
国際関係 548,371 4,834,048 12 93 45,698 51,979
政治その他 364,991 166,753 6 79 60,832 2,111
金融・保険 898,484 2,298,223 14 158 64,177 14,546
農林水産 67,703 6,029,631 1 1,706 67,703 3,534
通商産業 926,621 11,489,633 13 1,354 71,279 8,486
運輸・交通 1,575,423 6,939,503 18 441 87,524 15,736
建設 963,971 582,740 9 707 107,108 824
通信 1,110,454 516,179 4 111 277,614 4,650
情報 5,178,786 37,464 5 95 1,035,757 394
産業その他 12,355,793 141,749 3 195 4,118,598 727





条 3 項 3 号、所得税法 78 条 2 項 3 号)をいう。法人が特定公益増進法人に寄付
した場合、一般の損金算入限度額（（所得金額の 2.5％＋資本金等の額の 0.25％）















表 2-7 特定公益増進法人数 
 









有り 74,882,967 934 80,174
無し 181,250,603 24,383 7,433
52 
 
表 2-8 設立目的別、特定公益増進法人 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  
 
4.2.6 役員報酬 
 ここでの役員報酬とは、常勤役員のうち給与等 (月給、報酬 )を支給された者
の年間報酬額の一人当たりの平均額である。  












家庭生活 200,000 319,168 2 158 100,000 2,020
保険・衛生・医療 13,754,214 23,059,709 106 3,608 129,757 6,391
体育・レクリエーション 2,869,228 16,119,098 8 1,526 358,654 10,563
保育 0 213,340 0 205 0 1,041
福祉・援護 18,671,976 27,274,380 29 1,438 643,861 18,967
職業・労働 25,604 4,146,415 26 1,793 985 2,313
福利・共済 0 9,451,126 0 767 0 12,322
移住・生活環境 108,496 958,623 9 821 12,055 1,168
安全 602,808 2,731,777 49 695 12,302 3,931
生活一般その他 1,205,238 1,610,416 7 407 172,177 3,957
教育 2,643,985 22,586,747 69 2,153 38,319 10,491
育英・奨学 7,177,760 5,357,936 226 906 31,760 5,914
学術・研究 13,118,443 7,079,402 215 918 61,016 7,712
文化・芸術 5,688,527 7,368,559 66 1,233 86,190 5,976
報道・出版 40,100 101,301 3 118 13,367 858
宗教関係 1,500 1,646,814 1 169 1,500 9,744
国際交流 823,359 1,298,862 33 357 24,950 3,638
教育その他 27,537 13,099,254 1 513 27,537 25,535
政治・行政 123,508 643,281 5 153 24,702 4,204
財政・経済 255,005 1,177,401 3 732 85,002 1,608
総合計画 3,413 25,898 3 66 1,138 392
地方行政 0 1,277,475 2 474 0 2,695
自然・環境 1,471,621 1,357,605 25 253 58,865 5,366
国際関係 4,364,947 495,878 11 83 396,813 5,974
政治その他 117,200 49,701 2 79 58,600 629
金融・保険 0 2,298,223 0 158 0 14,546
農林水産 1,070,859 5,066,096 16 1,703 66,929 2,975
通商産業 422,840 16,245,579 11 1,348 38,440 12,052
運輸・交通 27,046 6,912,457 3 440 9,015 15,710
建設 0 582,740 1 709 0 822
通信 0 516,179 0 111 0 4,650
情報 0 37,464 0 95 0 394
産業その他 67,753 141,699 2 194 33,877 730




また、図 2-9、図 2-10 より、赤字法人黒字法人にかかわらず、役員報酬は支
払われており、設立目的別にみると、「保険・衛生・医療」が役員報酬平均金
額 2000 万円以上支払っているところが一番多く 57 法人（うち赤字法人 13）、
宗教関係は 26 法人（うち赤字法人 12）しか役員報酬を支払っておらず一番少
なかった。  
表 2-9 より、約 60％の公益法人は役員報酬がないが、役員報酬を支払ってい
る公益法人の中では 60％が平均 400 万円以上の役員報酬を支払っており、平均







図 2-9 正味財産規模別役員報酬別法人比率 
 








































































図 2-10 役員報酬平均額規模別赤字・黒字法人 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  
 
表 2-9 役員報酬平均金額規模別法人数（全体 25317 件） 
 

























































































































生活一般 7,000 1,757 1,730 695 311 95 66
教育・学術・文化 4,850 830 673 351 186 82 9
政治・行政 1,077 205 352 144 80 31 2
産業 2,196 566 1,018 545 321 127 18
法人数合計 15,123 3,358 3,773 1,735 898 335 95




得金額の 20％を損金算入できるみなし寄付が適用できる。  
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 パソコン教室、英会話教室、簿記教室等。  
56 
 
図 2-11 本来事業収入と収益事業収入の比率 
 









































図 2-12 設立目的別に見た収益事業額における赤字・黒字法人比率 
 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  
 





































図 2-13 設立目的別にみた補助金額の黒字法人・赤字法人比率 
 
出所）『平成 17 年度 公益法人概況調査表』より作成。  















































































































ベースを  、収益事業として表に出てきている事業の課税ベースを  とする。
潜在的収益事業も含めた収益事業に対する税率を      とすると、本来負担すべき
税額は、  
              
となる。これと同額を、表に出ている収益事業から徴収しようとするときの税
率を  とすると、  
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る同族会社の占める割合は、法人の 94.6%である。また、平成 19 年度税制改正
によって、同族会社の留保金課税制度について、適用対象から中小企業（資本









く分けて 3 つある。  
第一の税制の違いは、法人所得に対する税率が中小法人には軽減税率が適用
されていることである。表 3-1 より、大法人の財務省型実効税率は 1990 年
49.99％、1998 年 46.37％、1999 年以降 40.87％であり、中小法人は 1990 年より









る（図 3-1）。  
留保金課税の税率は表 3-2 に示したように、課税留保額が 3000 万円以下の場
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 国税庁『税務統計から見た法人企業の実態』 (2005)より。  
34












































法人税 37.5 28 34.5 25 30 22
道府県民税 5 5 5 5 5 5
市町村税 12.3 12.3 12.3 12.3 12.3 12.3
事業税 12 9 11 8.4 9.6 7.3














る。表 3-3 に示すように、中小法人は年間 400 万円までの交際費支出額のうち、
90％を損金に算入できるが、上述のように大法人は全額損金不算入である。  
 また平成 19 年度税制改正では、中小法人の交際費支出額の範囲から、一人当
たり 5,000 円以下の一定の飲食費を除外することができるようになった。  
 















法人税 10 15 20
住民税 1.73 2.595 3.46




























ル の 中 に 反 映 す る 。 ま た 、 限 界 実 効 税 率 の 計 算 に あ た っ て は 、
King=Fullerton(1984)と同様に、1 単位の投資に対する収益率と貯蓄に対する収
益率との間の‘ tax wedge’ wを直接見積もる方法で推計する。  
投資の限界的な増加（一単位に対する初期費用）に対する粗限界収益率を
MRRと表す。そして資産の減価償却率は一定の指数関数  と仮定する。投資 1
単位から得られる純収益率 p 、 'p は、 
（1）   M R Rp     大法人モデル 
（1‘）   '' MRRp     中小法人モデル 
実質利子率を r とし、それに対応する名目利子率を i とする。 がインフレ率
を表すとすれば、次のようになる。 
（2）  ir  
 は大法人の財務省型実効税率、 ' は中小法人の財務省型実効税率、会社の











名目割引率は  、固定資産に対する実効税率を cw
38、留保控除額および損金不
算入の社外流出を j 、留保課税率を R とすると、企業の新規投資による収益の














duewMRRV  大法人モデル 




)(''''' ))(1())(1(    



















))('1( cwMRR       中小法人モデル（留保金課税なし） 
税の優遇措置、税負担軽減措置による減税額を Aとすると、1 単位の投資に
対する投資費用 1C 、 1
'C は、  
（4）  AC 11     大法人モデル 
（4’）  ''1 1 AC      中小法人モデル 
 普通償却を適用する資産の比率を 1f 、特別償却を適用する資産の比率を 2f
39、
引当金・準備金の積立率を h 、税額控除率を g 、交際費比率を k とすると、新
規投資に対する税負担軽減額 A、 'A は、  
（5） ghfAfA d  21        大法人モデル 
（5’） kghfAfA d  
'
21





 dA 、 dA
' は、通常の減価償却制度による税負担軽減額の割引現在価値である。























































































































（3’）、（3”）、（4）、（4’）、（5）、（5’）を使い、 p と  の関係を得るた
めに解くと、 
                                                     






















































    中小法人モデル（留保金課税なし） 
 次に、資金調達方法を King=Fullerton(1984)と同様に、負債、内部留保、新株
発行の 3 パターンによる資金調達と仮定すると、 は以下のように考えられる。 
1）負債でファイナンスする場合、 
































 im は家計の利子所得に対する限界税率、 dm は配当所得に対する限界税率、z
は株式譲渡所得限界税率、 i は利子率である。また、  は企業の名目割引率で
あり資金提供者に保証しなければならない収益率であることから、資金調達の
方法により  が異なる値をとる。そして  は、ウェイト・パラメータによって

























1   
tax wedge w、 'w は投資の収益率とその投資に費やされた貯蓄の収益率の差
である。 s は投資に資金を供給した（家計もしくは組織かどうか）貯蓄家の税
引後収益率を表す。  
（14） spw      大法人モデル 
（14’） spw  ''    中小法人モデル 
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 １  である。  
70 
 
貯蓄家の税引後実質収益率 s は、 
（15）  ims i )1(  






















    中小法人モデル 




















































































































率（ 2f ）、利子率（ i ）、資金調達比率（  ,, ）は、『財政金融統計月報』
法人企業統計年報より、資本金 1 億円未満を中小法人、資本金 1 億円以上を大
法人とし、それぞれ全産業と製造業を取り出して推計した。特別償却適用資産
































利子所得限界税率（ im ）と配当所得限界税率（ dm ）については、20%源泉分
離課税の数値を用いた。株式譲渡所得税限界税率（ z ）についても、2002 年ま
では 26％（国税 20％、地方税 6％）の源泉分離課税、2003 年からは源泉分離課
税が廃止され、申告分離課税になり、税率は優遇税率の特例で 10％（国税 7％、
地方税 3％）となり、それらを使用した。  
財務省型実効税率  、インフレ率  、固定資産税率 cW 、法定償却率 a 、株式
譲渡所得に対する限界税率 z 、利子所得に対する限界税率 im 、配当所得に対す
る限界税率 dm 、引当金・準備金積立率 h、税額控除率 g 、減価償却耐用年数 Lの
数値は、大法人と中小法人は共通の推計値を使用した。特別償却適用資産比率
2f 、経済的減価償却率δ、利子率 i 、負債の資金調達率  、内部留保の資金調
達率  、新株発行の資金調達率  の数値は大法人と中小法人とではそれぞれの














1997 2001 2003 1997 2001 2003
τ 財務省型実効税率 0.5 0.409 0.409 0.5 0.409 0.409
f2 特別償却適用資産比率 0.007 0.005 0.005 0.003 0.004 0.005
δ 経済的減価償却率 0.145 0.147 0.151 0.171 0.174 0.171
π インフレ率 -0.009 -0.023 -0.028 -0.009 -0.023 -0.028
固定資産税率 0.009 0.01 0.009 0.009 0.01 0.009
a 法定償却率 0.107 0.106 0.109 0.107 0.106 0.109
ｉ 利子率 0.028 0.022 0.021 0.025 0.02 0.022
α 負債の資金調達率 0.412 0.36 0.329 0.275 0.253 0.231
β 内部留保の資金調達率 0.329 0.335 0.336 0.325 0.322 0.324
γ 新株発行の資金調達率 0.259 0.305 0.335 0.4 0.425 0.445
z 株式譲渡所得に対する限界税率 0.26 0.26 0.1 0.26 0.26 0.1
利子所得に対する限界税率 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
配当所得に対する限界税率 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
h 引当金･準備金積立率 0.004 0 0 0.004 0 0
g 税額控除率 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.002
L 減価償却耐用年数 31.06 31.06 31.06 31.06 31.06 31.06
全産業 製造業
1997 2001 2003 1997 2001 2003
τ 財務省型実効税率 0.384 0.309 0.309 0.384 0.309 0.309
f2 特別償却適用資産比率 0.016 0.024 0.021 0.037 0.045 0.035
δ 経済的減価償却率 0.099 0.096 0.102 0.124 0.117 0.121
π インフレ率 -0.009 -0.023 -0.028 -0.009 -0.023 -0.028
固定資産税率 0.009 0.01 0.009 0.009 0.01 0.009
a 法定償却率 0.107 0.106 0.109 0.107 0.106 0.109
ｉ 利子率 0.025 0.021 0.02 0.027 0.022 0.022
α 負債の資金調達率 0.553 0.518 0.492 0.477 0.481 0.455
β 内部留保の資金調達率 0.327 0.31 0.305 0.305 0.26 0.252
γ 新株発行の資金調達率 0.119 0.172 0.203 0.218 0.259 0.294
z 株式譲渡所得に対する限界税率 0.26 0.26 0.1 0.26 0.26 0.1
利子所得に対する限界税率 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
配当所得に対する限界税率 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
h 引当金･準備金積立率 0.004 0 0 0.004 0 0
g 税額控除率 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 0.002
L 減価償却耐用年数 31.06 31.06 31.06 31.06 31.06 31.06
j 留保金控除・社外流出率 0.131 0.179 0.186 0.131 0.179 0.186
R 留保課税率 0.131 0.141 0.138 0.131 0.141 0.138













4.2 分析結果  









の影響することがあげられる。この実証分析の場合 di mm  であり、
zmm di  の時、資金調達のやり方が均等であれば、会社の名目割引率（  ）
理論式（13）の第 1 項、第 2 項、第 3 項の値は同じである。しかし、現実のデ
ータでは、  
zmm di ＜ （ zmm di ＞ 2003 年 ） で あ る の で 、 新株発行内部留保負債 
（ 内部留保＜新株発行負債 2003 年）となる。法人税率の影響を受けるのは負債
で資金調達する場合だけなので、法人税率が下がっても負債の資金調達率が低
ければその影響は大きく現れない。理論式により di mm  であることが、新株
発行の税の優遇が大きくなることはこの分析での課題である。  
最後に会社の名目割引率（  ）が上昇すると、普通減価償却の割引現在価値
（ dA ）の値を通して税の優遇・軽減措置による減税額率（ A）が減少し、純収
益率（ p ）を減少させ、それが限界実効税率の値を左右する。  
 
表 3-5 限界実効税率推計結果 
 
1997年 2001年 2003年
中小法人 -0.109 -0.402 -0.612
全産業 中小法人（留保課税なし） 0.255 0.181 0.079
大法人 0.393 0.203 0.036
中小法人 0.203 -0.201 -0.265
製造業 中小法人（留保課税なし） 0.337 0.196 0.136



















1997 年と比べて大きく下がることから、実際には 2001 年の限界実効税率は下




表 3-7 は、全産業の大法人と中小法人の変数は表 3-6 と同じであるが、中小
法人が軽減税率であるため、制度の違いと税率の違いが限界実効税率にどのよ
うな影響を与えているのかをみている。1997 年度で比べると、大法人の限界実


































中小法人 0.227 -0.26 -0.714
全産業 中小法人（留保課税なし） 0.392 0.202 0.035
大法人 0.393 0.203 0.036
1997年 2001年 2003年
中小法人 0.34 0.044 -0.139
全産業 中小法人（留保課税なし） 0.389 0.241 0.13
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 キャッシュ・フロー法人税は、『ミード報告』では“ flow-of-funds based 




















 表 4-1 は、『ミード報告』で示されたキャッシュ・フロー課税ベースの考え
方である。キャッシュ・フロー法人税は、通常、企業の収入から支出を控除し
たものを課税ベースとするが、『ミード報告』では、課税ベースとして次の 3
形態に分類している 44。  
第 1 は、財・サービスといった実物取引から生ずるキャッシュ・フローを対
象とする R ベース、第 2 は、実物取引と金融取引（株式関連取引きを除く）の
両方を考慮する R+F ベース、第 3 は、株式取引から生ずるキャッシュ・フロー





①   課税がない場合の投資基準  
 第 1 期に 1 単位の投資が限界的に追加されると、第 2 期において限界的に r だ
けの収益が増加すると仮定する。この投資の減価償却率は d であるとする
 10  d 。すなわち第 2 期において資本設備を売却すれば d1 の収入が得られ
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 この投資が自己資本でなされる時の基準は、第 2 期に増加する総収入の現在
価値が 1 を下回らないことである。すなわち、割引率を i とすれば投資基準は、   
    11/1  idr となり、  




 次に投資が借入れによって賄われる場合を考える。この場合には、第 2 期に
おいて  i1 の元利支払いが必要となる。そして、当初の自己資金はゼロであっ
たのだから、投資基準は第 2 期の純受取りの現在価値が非負となること、  









 そこで第 1 期に 1 単位の投資が追加されると、第 1 期の課税ベースは 1 だけ
縮小する。したがって、この投資以外の法人活動に関わる法人税が t だけ節約
されることになる。この投資のために必要とされる自己資本もしくは借入れは、
 t1 でよいことになる。  
 第 2 期における課税ベースには、実物資本の売却収入も含まれるから、
 dr  1 である。したがって、税率を t とすると、税引後の受取りは、投資が自
己資金で賄われる場合には、  





表 4-1 法人企業のキャッシュ・フロー 








































総取引 TSFR   TSFR   
 
 投資が借入で賄われる場合には、第 2 期の税引後のネットの受取りは、収益
プラス売却収入マイナス税マイナス元利支払いであるから、  





③  R+F ベース課税の場合  
 次に R+F ベース課税を検討する。  
 まず、自己資金で賄われる場合、F エレメントは追加されないから、R ベー
スの場合と全く変わらない。したがって、課税に中立的である。  
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 この場合、第一期の借入金が t1 であったことに注意。  
82 
 





  idridr  11           （5）  
になり、税引後のネットの受取りは、  
      idrtiidrtdr  111   （6）  
である。投資が正当化されるための条件は、この割引現在価値が非負となるこ
とであり、それは（１）と同じである（なお、この結論は次のように考えても
得られる。第 2 期における元利合計の控除は、第 1 期での借入控除と同じであ
る。すると課税ベースは R ベースの場合と同一である。）。  
 このように、R+F ベースの場合にも、投資資金の調達法によらず、課税は投
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期間は 10 年間とし、1 期目に 100 の投資、6 期目に 50 の投資、利益は 1 期目
の 100 の投資に対して 50 の利潤、6 期目の 50 の投資に対して 20 
の利潤があるとした時のキャッシュ・フロー課税ベースと現行課税ベースの違
いを見る。なお 1 期目の投資に対する減価償却は 10 年、6 期目の投資に対する
減価償却は 5 年と仮定する。税率は 10％である。また税負担率を、経済的所得
に対する税額とし、ここでの経済的所得を 80 とする 47。  
キャッシュ・フロー課税ベースは、投資額がそのまま課税ベースから控除さ
れるため、1 期目の課税ベースはマイナス 50 となり、税額は 5 の還付になる。
この時のキャッシュ・フロー税負担率は、マイナス 6.3％である。しかし 2 期
目以降は投資がゼロなので、利益がそのまま課税ベースになり、税額は 5 で、  
 
表 4-2 キャッシュ・フロー法人税と現行法人税の税負担比較  
 


























1期目 100 50 10 -50 40 -5 4 80 -6.250 5.000
2期目 0 50 10 50 40 5 4 80 6.250 5.000
3期目 0 50 10 50 40 5 4 80 6.250 5.000
4期目 0 50 10 50 40 5 4 80 6.250 5.000
5期目 0 50 10 50 40 5 4 80 6.250 5.000
6期目 50 70 20 20 50 2 5 80 2.500 6.250
7期目 0 70 20 70 50 7 5 80 8.750 6.250
8期目 0 70 20 70 50 7 5 80 8.750 6.250
9期目 0 70 20 70 50 7 5 80 8.750 6.250
10期目 0 70 20 70 50 7 5 80 8.750 6.250
合計 150 600 150 450 450 45 45 800 5.625 5.625
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キャッシュ・フロー税負担率は 0.063 となる。同様に、6 期目の投資に対し
てもキャッシュ・フロー法人税では課税ベースに投資額が控除されるため、課
税ベースが 20、税額は 2 と小さくなり、キャッシュ・フロー税負担率は 0.025
となる。一方、現行税制では、投資額が減価償却によって平均化されるため、1
期目から 5 期目までの課税ベースは 40 と一定であり、税額も 4、現行税負担率
は 0.050 である。6 期目の投資についても均等化されるため、課税ベースは 10










シュ・フロー法人税率を試算している。分析期間は 1987 年度から 1996 年度の
10 年間である。個別企業の例として、戦後の日本経済をリードしてきた鉄鋼、
電機、自動車産業から新日鐵、ソニー、トヨタ自動車の 3 社を選び、R ベース、
R+F ベース、S ベース、T ベースのキャッシュ・フローを推計している。しか
し個別企業のキャッシュ・フローは、投資や資金調達行動に大きく依存し、年
度間の変動が激しいため、次は、この期間の製造業全体を対象に（対象企業数
は年度間で増減があるがおよそ 690 社から 750 社である）、キャッシュ・フロ
ーを課税ベースとするならば、平均的な税率がどのくらいの大きさになるのか
を R ベースと R+F ベースの黒字企業のみを取出し、シミュレートしている。  
その結果、キャッシュ・フローは所得よりも、年度によって、また、企業に
よって大きく変動し、分析期間の 10 年間の累積額でみた平均税率は、R ベース





 宮田（2003）では、分析期間はバブルが崩壊したデフレ不況下の 1991 年度か
ら 2000 年度までの 10 年間である。対象企業は、IT 関連産業と金融機関の松下
電器産業㈱、日本電信電話㈱、住友信託銀行、第一勧業銀行の 4 社である。試
算したキャッシュ・フローの課税ベースは、『ミード報告』の課税ベースであ
る R ベース、R+F ベース、S ベース、Edward が提案した W+S+T ベース 48と
Boardway＝Blues＝Mintz が提案した R+A ベース 49である 50。  
 分析結果では、現行所得ベース 41.3%、R ベース 33.9%、R+F ベース 49.8%、
S ベース 119%、W+S+T ベース 16.9%、R＋A ベース 12.2%であった。以上の結
果より、R+F ベースではほぼ現行と同じ税率が設定でき、S ベースの場合は現
行法人税率より高く設定しなければならない。W+S+T ベースや R+A ベースは、
現行より低く税率を設定できるとしている。実行可能性の観点からは、現行税
率より低く税率を設定できる W+S+T ベースや R+A ベースが法人から最も受け
入れやすいが、税務当局からみると、不況期であっても税収を確保できる、人
件費を課税ベースに組み込む W+S+T ベースが望ましいと考えられるとしてい





かを検証する 52。  
 
                                                     
48
 これは『ミード報告』の R+F=S+T の修正ベースで、R'+F=W+S+T（W は従
業員報酬、R'は従業員報酬すなわち人件費を含む R ベースを表す）とする。エ




















































  －受取配当－有価証券売却益（純）＋有価証券評価損＋租税公課  
＋△未払法人税等  
 
F ベース：  









銀行・証券・保険会社は除く)の約 4,000 社（2009 年度現在のデータ数）掲載
されている。 








表 4-3 は、1987 年度から 2008 年度までの 22 年間を推計したものである。R+F ベ
ース(赤字法人のみ）とは、キャッシュ・フロー課税ベースが赤字になる法人の
合計で、これに税率を掛け合わせた額が税の還付になる。R+F ベース（黒字法 
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れの年度ごとの合計額である 55。  
表 4-3 の R+F ベースを見ると、その数値は年度によって大きく変動している
ことがわかる。これは投資を実施した時に、現行課税ベースでは、減価償却と















1987 3,444 -3,058 6,502 11,846 15,776 6,382
1988 3,862 -3,487 7,349 14,388 18,509 7,556
1989 2,253 -5,615 7,868 16,301 20,695 8,150
1990 10,349 -2,327 12,676 17,323 22,424 8,391
1991 8,431 -2,024 10,455 15,448 20,427 7,262
1992 7,200 -1,163 8,363 12,341 17,038 6,126
1993 5,368 -1,796 7,164 10,528 15,342 5,216
1994 5,703 -1,723 7,426 10,769 15,346 5,265
1995 8,024 -1,260 9,284 13,054 17,746 6,205
1996 7,729 -1,631 9,360 14,365 19,341 6,759
1997 8,423 -1,378 9,801 13,180 17,728 5,911
1998 7,045 -2,626 9,670 11,974 15,916 5,888
1999 6,335 -4,513 10,848 11,518 16,665 5,834
2000 16,619 -2,604 19,222 14,106 20,116 6,836
2001 6,148 -2,794 8,942 11,029 14,885 5,243
2002 7,087 -3,052 10,138 14,073 17,495 5,576
2003 13,362 -1,957 15,319 16,347 20,211 5,949
2004 11,515 -3,060 14,574 20,150 23,687 6,673
2005 16,636 -3,217 19,853 23,641 26,659 7,535
2006 17,536 -3,421 20,958 25,609 28,938 8,085
2007 14,380 -4,277 18,658 24,632 27,407 7,819









表 4-4 は、表 4-3 で求めた「法人税等合計」と同額の税収をキャッシュ・フ
ロー法人税で賄うとした場合、税率がどのようになるかを見たものである。  
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 詳しくは戸谷[1994]参照。  
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期の累積額で比較しなければならない。田近・油井（2000）では、10 年間  
の累積額でキャッシュ・フロー税率を求めていたが、10 年間ではキャッシュ・
フロー法人税の変動をつかみきれているかわからないため、より長期で比較を
行う 57。その際、各年度のキャッシュ・フローを単純に合算するのではなく、  
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1987 0.982 1.853 0.420 0.547 0.405
1988 1.028 1.957 0.420 0.547 0.408
1989 1.036 3.617 0.400 0.526 0.394
1990 0.662 0.811 0.375 0.500 0.374
1991 0.695 0.861 0.375 0.500 0.356
1992 0.733 0.851 0.375 0.500 0.360
1993 0.728 0.972 0.375 0.500 0.340
1994 0.709 0.923 0.375 0.500 0.343
1995 0.668 0.773 0.375 0.500 0.350
1996 0.722 0.874 0.375 0.500 0.349
1997 0.603 0.702 0.375 0.500 0.333
1998 0.609 0.836 0.345 0.464 0.370
1999 0.538 0.921 0.300 0.409 0.350
2000 0.356 0.411 0.300 0.409 0.340
2001 0.586 0.853 0.300 0.409 0.352
2002 0.550 0.787 0.300 0.409 0.319
2003 0.388 0.445 0.300 0.409 0.294
2004 0.458 0.580 0.300 0.409 0.282
2005 0.380 0.453 0.300 0.409 0.283
2006 0.386 0.461 0.300 0.409 0.279
2007 0.419 0.544 0.300 0.409 0.285
2008 0.458 0.707 0.300 0.409 0.271
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図 4-1 キャッシュ・フロー税率と法人税率の推移 
 
    出所）日経財務データより作成。  
 
1987 年度から 2008 年度の 22 年間を、2008 年度の現在価値に換算して累積する。
割引率としては、『財政金融統計月報 法人企業統計年報』から全業種の借入
金利 22 年間の平均値 3.50％を用いた。  
 結果は、表 4-5・表 4-6 に示している。表 5 は、キャッシュ・フロー法人税の
課税ベースである R+F ベース、キャッシュ・フロー法人税の赤字法人だけの

















































































































































そこで次は、表 4-6 で算出したキャッシュ・フロー税率 0.799 を使って、個別
企業のキャッシュ・フロー法人税額を求め、業種別に推計する。そして、業種
別にどの業種の税負担率が増えるのか、または減少するのかを検証する。  
 表 4-7 は、キャッシュ・フロー税額と現行法人税額を比較したものである。
「②／①」というのは、キャッシュ・フロー税額を現行法人税額で除したもの
である。これが 1 を超えていると、キャッシュ・フロー法人税を導入すること



























入によって税負担が減少する。「通信」は 1.737 で、大きく 1 を超えている業
種であり、それ以外に「製造業」、「電力・ガス」が 1 を超えている業種であ
る。「その他金融」は 0.408 で、大きく 1 を下回っている業種で、「水産」、
「鉱業」、「建設」、「小売業・商社」、「不動産」、「鉄道・バス・陸運・
空運・倉庫」、「サービス」も、1 未満の業種である。 

















製造業 111,742 119,434 1.069
水産 230 214 0.927
鉱業 2,410 2,211 0.917
建設 15,202 12,672 0.834
小売業・商社 24,402 18,219 0.747
その他金融 8,011 3,271 0.408
不動産 4,648 3,930 0.846
鉄道・バス・陸運・空運・倉庫 11,783 10,420 0.884
通信 9,302 16,155 1.737
電力・ガス 15,057 19,262 1.279













する。図 4-3、図 4-4、図 4-5 は、1987 年度から 2008 年度間の「通信」、「そ
の他金融」と「電力・ガス」の現行税負担率とキャッシュ・フロー税負担率の
推移を時系列で見たものである。 
「通信」は、図 4-3 や表 4-7 より、現行税負担率とキャッシュ・フロー税負  
 



































































担率の間に大きなかい離があるが、時系列でみると、1999 年度に 1 度だけキャ  
ッシュ・フロー税負担率が大きいだけで、他の年度は現行税負担率の付近を推
移している。これは、1999 年度にキャッシュ・フロー課税ベースのプラス要因

































図 4-3 「通信」の税負担率時系列比較 
 
出所）日経財務データより作成。  

































































































































































































































































表 4-8 キャッシュ・フロー課税ベースの要因 
 
 




























































































































































































































税引前利益 △負債合計 △投資有価証券 △出資金 
租税公課 減価償却費 繰延資産償却額 △資産合計 














































































図表付 1-1 は、1999 年度から 2008 年度の 10 年間を 2008 年度の現在価値に
換算して業種ごとに累積し、税負担率を計測したものである。割引率としては、
『財政金融統計月報』、『法人企業統計年報』から全業種の借入金利 10 年間の













参考までに、図表付 1-2 は 1987－1998 年度の 12 年間を 1998 年度の割引価値
に換算し、業種別税負担率を推計したものである。割引率としては、『財政金












































































































































































1999-2008 126,882 -35,566 162,447 232,412 70,338
1987-1998 98,597 -38,430 137,027 283,707 104,625













1999-2008 0.433 0.554 0.303
1987-1998 0.764 1.061 0.369
1987-2008 0.601 0.799 0.342
104 
 






















 そこで Gordon= Kalambokidis= Slemrod（2004）は、ミード報告で示されてい
るように、貯蓄や投資の決定などの企業行動を歪めない中立な税とされるキャ
ッシュ・フロー税制を使った新しい計測方法を提案した（本章ではこの新しい
実効税率の計測方法を GKS 実効税率と記す）。  
















 過去に最もよく採用された計測方法、それは Hall ＝  Jorgenson（1967）によ
















 次に Roger＝Kalambokidis=Slemrod （2004）では、Hall ＝  Jorgenson（1967）




案された新しい計測方法である GKS 実効税率の 3 つの測定方法について比較し






















計測方法の一つとしても良いのではないかという結論に至っている 61。  
 
2.2 GKS 実効税率 
 GKS 計測方法は、実際の税制の下で集められた税収と、投資や貯蓄に対して
中立で歪みのないキャッシュ・フロー法人税が集めるであろう税収との差が、
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差を使うことによって、GKS 実効税率を定義している  
 以下、GKS 実効税率の計測方法について説明する。 









                          
 
   
             
  は法人税率、      は、 年からの資本財で、   年に有効であった税法に基
づいて購入されたものに対しての経済的減価償却である。    年の購入された
資本財は    として記される。 
 税法は変わらず、実質投資は 率で成長していると仮定すると、これらは、
               となり、 は           と定義される。 は資本ストッ
クである。    を測定するために、以下の定義をおく
62。 
     
           
                  
            
 このように定義をおくことによって、税金が投資の阻害要因となることを正
しく特定化している。    について、現行税制が R-base 税制であり、   なら
ば、       は等しく、 や の値にかかわらず      となる。また、もし、
経済的減価償却が減価償却制度と一致するならば、                  
となる（ は、取得費用 1 ドル当たりの減価償却控除の現在価値である）。  
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2.3 GKS 実効税率の符号条件について 
 次に、GKS 実効税率の符号条件について考えてみよう。これらをまとめたも
のが表 5-1 である。説明を簡単にするために、         を A、      を B と
おく。  
 GKS 実効税率は、法定税率が 1 の場合、または、割引率が 0 の場合に 1 とな
る。現実には、法定税率が 100％や、割引率が 0 になることはない為、現実的
でない（①）。  
 GKS 実効税率が 0 より大きくなるのは、現行法人税額よりキャッシュ・フロ
ー法人税額が大きい場合（     ）、キャッシュ・フロー法人税額が還付の場
合（    ）、または、現行法人税額がキャッシュ・フロー法人税額より小さ
く（     ）、かつ、A の絶対値が B より大きい時である（②）。  
 GKS 実効税率が 0 とは、どのような時に計測されるのか。これは現行法人
税制がキャッシュ・フロー法人税制と同じ時、すなわち歪みのない世界
（       ）ではこのような結果になる（③）。  
GKS 実効税率が負になる場合は、現行法人税額がキャッシュ・フロー法人税
額より小さく（     )、A の絶対値が B より小さい時である（④）。  
 
表 5-1 GKS 実効税率の符号条件 
     
           
                  
       
①         
    
    
②         
      
     
      かつ、                    
③                 








部及び銀行・証券・保険会社は除く)の 4,943 社（2008 年度現在）が掲載され
ている 63。 
 分析期間は 1987 年度から 2008 年度で、各年度の黒字法人 64を抽出して計測
する。今回分析に使うデータの各年度の会社数と、赤字法人、黒字法人の数は
表 5-2 に、分析に使用するデータの記述統計は表 3 にまとめている。赤字法人
数は年度によって変動しているが、1992 年以降に赤字法人比率が 10％を超え、
2001 年度には約 32％となっている。そして、そこからまた 15％前後に減少す
るが、2008 年度は最高の約 36％となっている。今回の年度ごとの黒字法人は、
約 2600～3500 社で、極端に少なかったり多かったりした年度はない。  
 表 5-3 の記述統計を見ると、税金等調整当期純利益と法人税・住民税及び事
業税は、黒字法人抽出のために 0 以上としたため、最小値 1 となっている 65。  
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黒字法人 赤字法人 会社数 黒字法人 赤字法人 会社数
1987 2,603 134 2,737 1998 2,966 904 3,870
1988 2,766 70 2,836 1999 3,158 844 4,002
1989 2,874 62 2,936 2000 3,124 1,010 4,134
1990 2,969 96 3,065 2001 2,876 1,346 4,222
1991 2,983 187 3,170 2002 3,208 1,032 4,240
1992 2,845 424 3,269 2003 3,545 645 4,190
1993 2,805 515 3,320 2004 3,567 598 4,165
1994 2,946 463 3,409 2005 3,475 626 4,101
1995 3,145 397 3,542 2006 3,429 625 4,054
1996 3,310 372 3,682 2007 3,200 752 3,952
1997 3,207 575 3,782 2008 2,456 1,361 3,817
度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
税金等調整当期純利益 67457 1 2,227,071 4,998.61 24,827.31
償却対象有形固定資産 67457 0 9,943,842 29,569.01 237,834.93
cash flow taxbase 67457 -1,211,513 4,331,479 2,873.94 29,177.79
cash flow 法人税額 67457 -561,755 1,770,136 1,281.91 12,466.42
法人税・住民税及び事業税合計 67457 1 499,500 2,122.81 9,377.02
支払手形・借入金（短期、長期含む） 67457 0 4,584,900 31,270.31 152,131.30




R ベース 66：  
R＝税引前利益＋キャッシュ調整＋△引当金・準備金＋減価償却費  
＋繰延資産当期償却額－固定資産純購入額－棚卸資産純購入額  
－研究開発費等繰延資産購入額        （3）  
キャッシュ調整＝－前期役員賞与－△受取手形等＋△支払手形等  
－固定資産売却益（純）－棚卸資産売却益（純）－受取利息＋支払利息  
  －受取配当－有価証券売却益（純）＋有価証券評価損＋租税公課  
＋△未払法人税等        （4）  
F ベース：  
F＝[調整後負債増分 ]－[調整後資産増分]＋[受取利息－支払利息 ]        
（5）  
調整後負債増分＝△L－△引当金・準備金－△支払手形等－△未払法人税等   
（6）  
調整後資産増分＝△A－△受取手形等－△固定資産－△棚卸資産  
      －△投資有価証券（株式）・出資金＋有価証券売却益（純）  













       （ ） 












4.1 年度ごとの GKS 実効税率 



















行法人税額とキャッシュ・フロー法人税額が近い値で、         が極端に小
さくなっているため、GKS 実効税率が 0 に近い値になっている 67。  







図 5-1 キャッシュ・フロー法人税額の推移 
 
出所）日経財務データより作成。  
























































































































































































































































上記の GKS 実効税率には、割引率 r や法人税率 u の値が影響する。そこで、
現行税制がキャッシュ・フロー法人税制とから乖離していることによる部分を
抽出するために、図 5-3 では、 、 を一定に、GKS 実効税率にどのような影響
を与えているかを見た。  
図 5-3 では、それぞれの年度の や を 2008 年度と同じ値として推計したもの
である。2008 年度の は 40.87％で、1999 年度からずっと同じ税率であるため、
1999 年度以降の の GKS 実効税率に対する影響は 0 である。次に、各年度の r
を 2008 年度と同じ 2.36％として計測すると、r の影響で GKS 実効税率は小さ
く計測されていることがわかる。  
GKS 実効税率を変動させていた要因（ 、 ）を取り除いてみても、2000 年度
以降大きく変動しているが、GKS 実効税率が小さくなっていることがわかる。 
図 5-4 は現行法人税額とキャッシュ・フロー法人税額の推移である。現行法
人税額とキャッシュ・フロー法人税額との差が、2000 年度以前より 2000 年度
以降の方が小さくなってきていることが見て取れる。  
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たために、その影響が出てきていると考えられる 68。  
 
4.2 業種別 GKS 実効税率 




                                                     
68
 1998 年度税制改正については、付表参照。  
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するのではなく、割引現在価値に直して推計するべきである。   
 本章では、1987 年度から 2008 年度の 22 年間を、2008 年度の現在価値に換算
して累積し、業種別 GKS 実効税率を計測する。割引率としては、『財政金融統






した GKS 実効税率が図 5-5 である。  
 通信の GKS 実効税率が 6.4％、電力・ガスが 9.4％、海運・空運・陸運・運輸・
倉庫が 19.6％と小さい値で、また、GKS 実効税率の最大値は、その他金融の
95.7％で、鉱業の 87.7％、建設の 86.8％と続く。  
 次に年度別と同じように、業種別 GKS 実効税率の違いは、現行税制とキャッ
シュ・フロー法人税制の歪みなのか、もしくは、 、 の歪みなのかを見てみる。 
業種別 GKS 実効税率を推計する時には、年度別とは違い、u の値はどの業種
も同じ 2008 年度の財務省型実効税率 40.87％を使っているため、業種間での u
の影響は同じである。  
 そこで r の影響を見るために、GKS 実効税率が最小である通信の r=0.112 を 11
業種すべてに当てはめて推計した。その他金融の r の値は、11 業種中一番小さ






















 年度別でみると、1987 年度から 2008 年度  までの GKS 実効税率では、u の影
響は小さかったが、2000 年度以前の r の影響は大きく、u、r の影響を一定にす
























 次に業種別の GKS 実効税率を推計した。業種別の GKS 実効税率を推計する
際に、GKS 実効税率は年度によって大きく変動するため、単年度で見ることは
できない。そこで平均化するために、1987 年度から 2008 年度までの累積値を、



























                
ここでの は割引率で、 は資本財の経済的減価償却率である。限界投資は以下
の条件によって特徴づけることができる。  






とは有益である。 を取得費用 1 ドル当たりの減価償却控除の現在価値とする
と、  は新規投資 1 ドルから生じる節税の現在価値となる。この結果、新規投
資 1 ドルの資金調達をするために投資家から集める必要があるのは、      ド
ルだけである。同様に、       ドルしか置換支出を集める必要はない。  
      
           
     
             
これは以下に書き直すことはできる。  
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界収益率を測定している。簡易にするために、             と置く。 を費
用の増加よりもむしろ、減価償却を使用した結果の余分な支払うべき税額とし
て考え、これらの余分な税を支払ながら、かつ、投資家に対して  という利益を
生むには、企業は法人税を引かれる前に余分の       を稼ぐ必要がある。  
 実効税率   とすると、  
                            
(2)(3)より  
    
 
        










このアプローチの例として、Feldstein ＝  Summers（1979）は実際に支払われた
法人税額を計算し、会計データを使って実効税率を計測している。  
 単純な設定では、  
                         
 
   
             
      は、 年からの資本財で、   年に有効であった税法に基づいて購入された
ものに対しての減価償却控除である。   年の購入された資本財は     として記
される。すると、実効税率   は、以下のようになる。  
    
  
            























































                                                     
71
 2012 年に法人税率は 25.5％に引き下げられたが、復興特別法人税が既存の法






 以下で詳しく見ると、第 1 章では日経財務データを使い、税率と課税ベース
の両方を考慮した各企業ごとに推計した平均実効税率の税負担率を計測した。 
































































 第 5 章では、限界実効税率や平均実効税率とは違った指標として Gordon = 







税制と同じ時、つまり歪みのない世界（       ）では、GKS 実効税率が 0




ッシュ・フロー法人税額の推移を見ると、その格差が 2000 年度以前より 2000
年度以降の方が小さくなっていた。これは 1998 年度税制改正の経過措置を経
て、現行法人税が、より公平的な税制になったことを表している。  
 次に 1987 年度から 2008 年度の 22 年間を、2008 年度の現在価値に換算して
累積し、業種別 GKS 実効税率を計測した。GKS 実効税率に影響を与える利子
率や法定税率の要因を取り除くと、通信、電力・ガス、海運・空運・陸運・運
輸・倉庫の業種が、比較的キャッシュ・フロー法人税制に近くなっていると考
えられる。この結果も 1998 年度税制改正の影響であると言える。  
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